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事業報告書 

 

Ⅰ 理事長メッセージ  

 

  広島市立大学は、広島市の都市像である「国際平和文化都市」にふさわしい高等教育研究機関の創設

を目指し、「科学と芸術を軸に世界平和と地域に貢献する国際的な大学」を建学の基本理念として、平成

６年４月に国際学部、情報科学部、芸術学部の３学部構成で開学しました。 

 

各学部における学術研究の高度化を図るとともに、国際的かつ先端的な専門教育を行うため、平成 10

年４月にそれぞれの学部に基礎を置く国際学、情報科学及び芸術学の３研究科からなる博士前期課程を、

平成12年４月には博士後期課程を設置しました。また、平成10年４月には人類史上最初の被爆都市「ヒ

ロシマ」の使命として、核兵器の廃絶と世界恒久平和の実現に向けた学術研究とその成果の発信・提言

を目的とする広島平和研究所を本学の附置機関として開設し、さらに、平成31年４月には平和に関する

教育研究の一層の充実を図るため、大学院に新たに平和学研究科を設置しました。 

 

平成22年の法人化後、第１期中期計画から第２期中期計画までの期間においては、地域貢献人材育成

を含む地域貢献機能の強化、グローバル人材育成教育のより一層の充実、平和に関する教育研究機能の

強化等に取り組んでまいりました。第３期中期計画期間（令和４年度から令和９年度）においては、デ

ジタル化の進展等に伴い社会環境が大きく変化する中、地域と社会との関わりの中で知の幅を広げ、幅

広い教養と深い専門知識・技能を身に付け、地域社会と世界に貢献する人間性豊かな人材の育成に取り

組むこととしています。 

 

２年目にあたる令和５年度においては、計画的かつ効率的に大学のデジタル化を推進する体制を構築

したほか、学修者本位の教育の実現に向けた教育 DX及び授業方法の改善、研究活動等の活性化に向けた

支援制度・体制の見直し、広島市、広島大学及び広島平和文化センターとの連携協定に基づくヒロシマ

平和研究教育機構の設置、海外の若手研究者の受入れの実施等に取り組みました。 

 

現代社会は地球温暖化、国際紛争、格差拡大、人口減少等、様々な課題に直面しています。広島市立

大学は「国際平和文化都市の『知』の拠点 ─地域と共生し、市民の誇りとなる大学 ─」を目指し、広

島市の設置した公立大学として、地域社会の要請に的確に応え、国際性、創造性及び高い倫理観を持っ

て地域と現代社会の課題解決に取り組む人材を育成してまいります。 

 

 

公立大学法人広島市立大学理事長 若林 真一 
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Ⅱ 法人に関する基礎的な情報 

 １ 目標 

  公立大学法人広島市立大学は、「科学と芸術を軸に世界平和と地域に貢献する国際的な大学」という

建学の基本理念の下、定款に定められる「国際性、創造性及び高い倫理観を備えた人材を育成すると

ともに、先端的な学術研究を推進し、もって地域社会の要請に応えるとともに、文化の向上と社会の

発展に寄与する」との目的を果たすことを業務運営の基本理念としている。また、広島市が設置した

公立大学として「国際平和文化都市の「知」の拠点－地域と共生し、市民の誇りとなる大学－」を目

標に掲げ様々な取組を進めている。 

本中期計画期間（令和４年度から令和９年度）においては、デジタル化の進展等に伴い社会環境が

大きく変化する中、地域と社会との関わりの中で知の幅を広げ、幅広い教養と深い専門知識・技能を

身に付け、地域社会と世界に貢献する人間性豊かな人材の育成に取り組むこととしている。 

 

 ２ 業務内容 

   教育・研究をはじめ、中期計画の達成に向け、同計画に掲げた様々な業務に取り組んだ。中期計画

に掲げた重点取組項目に係る令和５年度の主な業務の実施状況は次のとおりである。 

⑴ 教育 

学修者本位の教育の実現に向けた教育 DX、授業方法の改善 

学修困難者の早期発見及び対応に役立てるため、該当者を学修データに基づき自動検知するシ

ステムを導入し、その運用試験を実施した。さらに、全教職員を対象とした FDセミナーを開催し、

教育DXに係る計画及び授業の改善方法の全学的な共有及び意識醸成を図った。 

 

⑵ 研究 

研究活動等の活性化に向けた支援制度・体制の見直し 

    研究業績を対外的に発信するという観点から、データベース型研究者総覧 researchmapとの自

動連携を行うとともに、業績評価及び学内における情報共有の効率化を図るため、教員業績管理

システムを更新した。また、本学が所有する特許権等の知的財産権を基にした新たな技術等を用

いて起業された大学発ベンチャー企業の認定制度を創設するとともに、同企業に対する支援体制

を構築した。 

     

⑶ 地域・社会貢献 

受託研究・共同研究等の産学官連携による教育研究活動の推進 

 教育研究活動を産学連携の取組に発展させ、共同研究の受入れの活性化を図るため、相談窓口

機能とコーディネート機能を強化したほか、広島市立大学産学官連携推進協力会において、「いち

だいイノベーションフォーラム」を新たに開催し、企業と研究シーズのマッチングを図った。 

 

⑷ 平和 

    ヒロシマ平和研究教育機構の設置、海外の若手研究者の受入れの実施 

平和に関する「知の拠点」の形成に向けた、広島市、広島大学、本学及び広島平和文化センタ

ーの連携協力に関する協定に基づき、一般社団法人ヒロシマ平和研究教育機構を設立した。さら

に、広島での研究活動を行う短期滞在プログラム「HPI Fellowship制度」を新たに創設し、ポス

トドクター相当の研究者を海外から受け入れた。 
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 ⑸ 国際化 

   異文化理解の促進や留学生支援の実施 

    韓国の学生と交流を行う「韓国フェア」等、異文化理解の促進を図る取組や、日本人学生が特

別聴講生等に対して「留学生バディ」となり、生活面等のサポートを行う制度を引き続き実施し

た。さらに、「留学生バディ」制度については、日本人学生からの応募者増加を図るため、応募条

件の緩和、申込書の改定等見直しを行い、支援体制の充実を図った。 

   

  ⑹ 大学運営 

    大学のデジタル化の推進 

     CDO（最高デジタル責任者）がデジタル化に係る各種プロジェクトを統括する組織のリーダーと

なり、計画的かつ効率的にその取組を推進する体制を構築するとともに、教育研究の更なる質の

向上を図り、戦略的、機動的かつ効率的な大学運営を行うため、教育や業務・サービス等、それ

ぞれの分野におけるデジタル化を推進した。  
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３ 沿革 

 平成６年４月 開学 

平成10年４月 大学院修士課程を開設。広島平和研究所を設置 

平成12年４月 大学院博士後期課程を開設 

平成15年４月 情報科学部情報数理学科、大学院情報科学研究科博士前期課程情報数理学専攻を、そ

れぞれ情報メディア工学科、情報メディア工学専攻に名称変更 

平成19年４月 情報科学部を情報メディア工学科、情報工学科、知能情報システム工学科、情報機械

システム工学科の４学科から情報工学科、知能工学科、システム工学科の３学科に再

編 

         大学院情報科学研究科博士前期課程を情報メディア工学専攻、情報工学専攻、知能情

報システム工学専攻、情報機械システム工学専攻から情報工学専攻、知能工学専

攻、システム工学専攻、創造科学専攻に再編 

平成19年７月 社会連携センターを設置 

平成22年４月 「広島市」から「公立大学法人広島市立大学」に設置者変更 

平成24年４月 情報科学部に医用情報科学科を新設 

平成25年４月 大学院芸術学研究科博士前期課程を絵画専攻、彫刻専攻、造形計画専攻の３専攻か

ら、造形芸術専攻の１専攻に再編 

国際交流推進センターを設置 

平成25年10月 サテライトキャンパスを開設 

平成26年４月 キャリアセンターを設置 

平成28年４月 大学院情報科学研究科博士前期課程創造科学専攻を医用情報科学専攻に名称変更 

平成30年４月 国際学生寮「さくら」を開寮 

平成31年４月 大学院平和学研究科（修士課程）を開設 

令和３年４月 大学院平和学研究科（博士後期課程）を開設 

令和５年４月 国際交流推進センターと語学センターを統合し、国際センターを設置 

教育基盤センターを設置 

大学評価・IRセンターを設置 

令和６年１月 広島市、広島大学、広島市立大学及び広島平和文化センターの４者の連携により、 

一般社団法人ヒロシマ平和研究教育機構を設立 

令和６年４月 社会連携センターを廃止し、地域共創センターを設置 

  

４ 設立に係る根拠法 

   地方独立行政法人法（平成 15年法律第118号） 

 

５ 設立団体 

   広島市 
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６ 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

７ 事務所（従たる事務所を含む。）の所在地 

   広島市安佐南区大塚東三丁目 4番1号 

 

８ 資本金の額 

 １５５億１，０１９万１，０００円 

（広島市出資額１５５億１，０１９万１，０００円、出資割合１００％） 

  

公

立

大

学

法

人

 

広

島

市

立

大

学   

情 報 科 学 部 

芸 術 学 部 

国際学研究科 

情報科学研究科 

芸術学研究科 

学 

部 

大 

学 

院 

美術学科（日本画専攻 油絵専攻 彫刻専攻） 

情 報 工 学 科 

知 能 工 学 科 

システム工学科 

[博士前期課程] 

国 際 学 専 攻 

情 報 工 学 専 攻 

情 報 科 学 専 攻 
システム工学専攻 

知 能 工 学 専 攻 

医用情報科学専攻 

国 際 学 専 攻 

[博士後期課程] 

造 形 芸 術 専 攻 総合造形芸術専攻 

 

国 際 学 科 

デザイン工芸学科 

 

附 置 研 究 所 

 

附属施設・センター 

 

附 属 図 書 館  国 際 セ ン タ ー  情 報 処 理 セ ン タ ー  

芸術資料館  地域共創センター  キャリアセンター  

教 育 基 盤 セ ン タ ー  大 学 評 価 ・ Ｉ Ｒ セ ン タ ー 

医用情報科学科 

国 際 学 部 

広

島

市

立

大

学   

平和学研究科 平 和 学 専 攻 

広島平和研究所

7 

平 和 学 専 攻 



 

6 

 

９ 在学する学生の数（令和６年５月１日現在） 

   学部 

学部 学科 総定員 学生数 

国際学部国際学科 ４００ ４６６ 

情報科学部 

学部所属（学科配属は２年次から） ― ２３２ 

情報工学科 ２４０ ２０２ 

知能工学科 ２４０ １８９ 

システム工学科 ２４０ １９０ 

医用情報科学科 １２０ １１６ 

計 ８４０ ９２９ 

芸術学部 

美術学科 

日本画専攻  ４０  ４６ 

油絵専攻  ８０  ８９ 

彫刻専攻  ４０  ４３ 

小計 １６０ １７８ 

デザイン工芸学科 １６０ １７６ 

計 ３２０ ３５４ 

合計 １，５６０ １，７４９ 

 

大学院 

研究科 専攻 総定員 学生数 

国際学研究科 

国際学  ３０  ２０ 

国際学（後期）  ２１   ８ 

計  ５１  ２８ 

情報科学研究科 

情報工学  ４６  ４８ 

知能工学  ４６  ３４ 

システム工学  ４６  ５５ 

医用情報科学  ３０  ２９ 

（前期計） １６８ １６６ 

情報科学（後期）  ８４  １５ 

計 ２５２ １８１ 

芸術学研究科 

造形芸術専攻  ６０  ５５ 

総合造形芸術（後期）  １８  ２５ 

計  ７８  ８０ 

平和学研究科 

平和学  ２０  １５ 

平和学（後期）  １２   ５ 

計  ３２  ２０ 

計 
前期 ２７８ ２５６ 

後期 １３５  ５３ 

合計 ４１３ ３０９ 
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10 教職員の状況（令和６年５月１日現在） 

  教員３７９人（うち常勤１９２人、非常勤※１８７人） 

※非常勤教員、非常勤講師、非常勤助教、非常勤特任教員 

職員１４７人（うち常勤８８人（うち、広島市からの派遣者３５人）、非常勤５９人） 

（常勤教職員の状況） 

常勤教職員数は前年度比で１人（０．４％）増、平均年齢は４９．０歳（前年度４９．０歳）

となっている。 

 

11 ガバナンスの状況 

  ⑴ ガバナンスの体制 

    法人の役員会である理事会、法人の経営に関する重要事項を審議する経営協議会、教育研究に関

する重要事項を審議する教育研究評議会、理事長候補者の選考を行う理事長選考会議を設置してい

る。なお、ホームページ上で各会議の議事録を公開し透明性を確保するとともに、適正な法人業務

を確保するため内部統制システムを整備している。 

⑵ 法人の意思決定体制 

    本法人では、理事長が学長を兼ねており、経営協議会、教育研究評議会等における経営・教学運

営に関する審議を尊重し関係者の意見を踏まえつつリーダーシップを発揮するとともに、理事会に

おいて重要な事項の検討・討議を行い、理事長が意思決定をしている。 

 

12 役員の状況 

役 職 氏 名 任 期 主 な 経 歴 
理事長 若林 真一 令和５年４月１日 

～ 
令和７年３月31日 

平成20年４月 広島市立大学副学長（教務・学生担 
当） 

平成22年４月 同理事・副学長（教育・研究担当） 
平成27年４月 同理事・副学長（企画・戦略担当） 
平成29年４月 同理事・副学長（企画・戦略担当) 
平成31年４月 同理事長・学長 

理事（研
究・地域貢
献担当) 

田村 慶一 令和５年４月１日 
～ 

令和７年３月31日 

令和３年４月 広島市立大学副理事（社会連携担当）、
社会連携センター長  

理事（教
育・学生支
援担当） 

渡辺 智恵 令和５年４月１日 
～ 

令和７年３月31日 

平成27年４月 広島市立大学副理事（国際交流担当）、
語学センター長 

平成29年４月 同副理事、同センター長 
平成31年４月 同理事、副学長（教育・研究担当） 

理事（法人
経営担当） 

金森 禎士 令和５年４月１日 
～ 

令和７年３月31日 

平成29年４月 広島市企画総務局企画調整部長 
令和３年４月 広島市会計管理者 
 

理事 
（非常勤） 

岡谷 義則 令和５年４月１日 
～ 

令和７年３月31日 

平成24年３月 ㈱中国新聞社代表取締役社長（令和元
年３月まで） 

 
理事 
（非常勤） 

秋山 伸隆 令和５年４月１日 
～ 

令和７年３月31日 

平成23年４月 県立広島大学理事、副学長（平成27年
３月まで） 

平成30年４月 県立広島大学名誉教授 
監事 
（非常勤） 

大本 和則 令和４年９月１日 
～ 

令和７年度の財務
諸表承認日 

平成18年４月 広島弁護士会会長(平成19年３月まで) 
平成19年４月 中国地方弁護士会連合会理事長（平成

20年３月まで） 
平成21年４月 広島家庭裁判所調停協会会長（平成23

年３月まで） 
監事 
（非常勤） 

髙橋 義則 令和４年９月１日 
～ 

令和７年度の財務
諸表承認日 

平成12年10月 広島県監査委員（平成28年９月まで） 
平成25年６月 公認会計士協会中国会監事（平成28年6

月まで） 
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13 会計監査人の氏名または名称及び報酬 

   会計監査人はEY新日本有限責任監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネットワ

ークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は、8 百万円（消費

税等除く）である。 

   なお、非監査業務に基づく報酬は該当がない。 
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Ⅲ 財務諸表の要約 

（勘定科目の説明については、「Ⅵ その他事業に関する事項 ３ 財務諸表の科目」を参照。） 

 

１ 貸借対照表                               （単位：百万円） 

資産の部 金  額 負債の部 金  額 

固定資産 

有形固定資産 

土地 

建物 

減価償却累計額 

構築物 

減価償却累計額 

工具器具備品 

減価償却累計額 

その他の有形固定資産 

減価償却累計額 

その他の固定資産 

流動資産 

現金及び預金 

未収学生納付金収入 

 その他の流動資産 

15,118 

15,101 

7,516 

9,822 

△ 5,034 

513 

△ 199 

2,447 

△ 1,964 

2,010 

△ 11 

16 

1,317 

1,267 

19 

30 

固定負債 

長期繰延補助金等 

その他の固定負債 

流動負債 

リース債務 

未払金 

その他の流動負債 

659 

6 

653 

843 

288 

370 

184 

 

負債合計 1,502 

純資産の部  

資本金 

地方公共団体出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

15,510 

15,510 

△ 3,365 

2,787 

純資産合計 14,932 

資産合計 16,435 負債純資産合計 16,435 

 

２ 損益計算書                               （単位：百万円） 

 金  額 

経常費用（Ａ） 4,990 

業務費 

教育経費 

研究経費 

教育研究支援経費 

人件費 

その他 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

4,464 

464 

210 

667 

3,071 

50 

491 

31 

3 

経常収益（Ｂ） 4,868 

運営費交付金収益 

学生納付金収益 

その他の収益 

3,258 

1,314 

294 

臨時損益（Ｃ） 2,078 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（Ｄ） 179 

当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ） 2,136 
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３ キャッシュ・フロー計算書                        （単位：百万円） 

 金  額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 468 

原材料、商品又はサービスの購入による支出 

人件費支出 

その他の業務支出 

運営費交付金収入 

学生納付金収入 

その他の業務収入 

△ 828 

△ 3,006 

△ 412 

3,258 

1,194 

261  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △ 17 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △ 470 

Ⅳ 資金増加額（又は減少額）（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ 19 

Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 1,287 

Ⅵ 資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 1,267 

 

 ４ 純資産変動計算書 

   別紙のとおり。 
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Ⅳ 財務情報 

１ 財務諸表に記載された事項の概要 

⑴ 主要な財務データの分析 

ア 貸借対照表関係 

（資産合計） 

令和５事業年度末現在の資産合計は前年度比６１９百万円（３．６％）減の１６，４３５百万

円となっている。 

主な減少要因として、建物減価償却累計額が３２１百万円（６．８％）増の５，０３４百万円、

構築物減価償却累計額が１３百万円（７．４％）増の１９９百万円、工具器具備品減価償却累計

額が２３６百万円（１３．７％）増の１，９６４百万円となったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

令和５年事業年度末現在の負債合計は前年度比２，３０７百万円（６０．６％）減の１，５０

２百万円となっている。 

主な減少要因として、会計基準改訂により資産見返負債が２，０７９百万円（９９．７％）減、

短期リース債務が１４１百万円（３２．９％）減の２８８百万円となったことが挙げられる。ま

た、主な増加要因として、未払金が１００百万円（３７．０％）増の３７０百万円となったこと

が挙げられる。 

 

（純資産合計） 

令和５事業年度末現在の純資産合計は前年度比１，６８８百万円（１２．７％）増の１４，９

３２百万円となっている。 

主な増加要因として、資産見返負債廃止等により、利益剰余金が１，９４８百万円（２３２．

２％）増の２，７８７百万円となったことが挙げられる。また、主な減少要因として、減価償却

相当額の累積により、資本剰余金が２６０百万円（８．４％）増の３，３６５百万円となったこ

とが挙げられる。 

 

イ 損益計算書関係 

（経常費用） 

令和５事業年度の経常費用は、前年度比２４１百万円（５．１％）増の４，９９０百万円とな

っている。 

主な増加要因として、人件費が２０４百万円（７．１％）増の３，０７１百万円となったこと

が挙げられる。 

 

（経常収益） 

令和５事業年度の経常収益は、前年度比６４百万円（１．３％）増の４，８６８百万円となっ

ている。 

主な増加要因として、運営費交付金収益が７８百万円（２．５％）増の３，２５８百万円、学

生納付金収益が１８百万円（１．４％）増の１，３１４百万円となったことが挙げられる。また、

主な減少要因として、資産見返負債廃止により資産見返負債戻入が５２百万円（１００．０％）

減の０百万円となったことが挙げられる。 

 

（当期総利益） 

上記経常損益の結果及び前中期目標期間繰越積立金１７９百万円を取り崩した結果、令和５事



 

12 

 

業年度の当期総利益は２，０２８百万円（１，８７８．５％）増の２，１３６百万円となってい

る。 

 

ウ キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和５事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは前年度比４２５百万円（１，０００．

４％）増の４６８百万円となっている。 

主な増加要因として、前年度に支払額として計上した設立団体納付金４２６百万円の支払いが

なかったこと、補助金等収入が１８百万円（８８．０％）増の４０百万円となったことが挙げら

れる。また、主な減少要因として、預り金の増減が１４百万円（１４２．４％）減の△４百万円と

なったことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和５事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは前年度比１１百万円（４０．３％）減

の△１７百万円となっている。 

主な増加要因として、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が１１百万円  

（３９．５％）減の△１７百万円となったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和５事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは前年度比８百万円（１．８％）減の△

４７０百万円となっている。 

主な減少要因として、リース債務の返済による支出が１１百万円（２．８％）減の△４３９百

万円となったことが挙げられる。 

 

   エ 純資産変動計算書 

     純資産合計に記載のとおり。 
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（表）主要財務データの経年表                         （単位：百万円） 

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

資産合計 18,813 18,562 17,953 17,054 16,435 

負債合計 4,597 4,451 4,069 3,810 1,502 

純資産合計 14,216 14,110 13,884 13,244 14,932 

経常費用 4,588 4,671 4,691 4,748 4,990 

経常収益 4,833 4,839 4,737 4,804 4,868 

当期総利益 250 232 90 107 2,136 

業務活動によるキャッシュ・フロー 745 939 526 42 468 

投資活動によるキャッシュ・フロー △158 △91 △79 △28 △17 

財務活動によるキャッシュ・フロー △437 △527 △491 △462 △470 

資金期末残高 1,459 1,780 1,735 1,287 1,267 

行政サービス実施コスト※ 3,393 3,521 3,488 - - 

（内訳）      

業務費用 3,070 3,193 3,194 - - 

うち損益計算書上の費用 4,618 4,672 4,692 - - 

うち自己収入 △1,548 △1,478 △1,497 - - 

損益外減価償却相当額 269 270 266 - - 

損益外利息費用相当額 3 3 4 - - 

引当外賞与増加見積額 0 △1 2 - - 

引当外退職給付増加見積額 45 42 △5 - - 

機会費用 3 12 26 - - 

※令和４年度の地方独立行政法人会計基準等の改定に伴い、令和３年度分までを記載 

 

⑵ セグメントの経年比較・分析 

本学の会計単位は単一であるため、記載を省略する。 

 

⑶ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

中期計画において剰余金の使途として定めた教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるた

め、当期総利益のうち６７百万円を目的積立金として申請している。 

なお、令和５事業年度においては、前中期目標期間繰越積立金を取崩し、１８７百万円を使用し

た。 

 

２ 重要な施設等の整備等の状況 

⑴ 当事業年度中に完成した主要施設等 

    該当なし。 

⑵ 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 

    該当なし。 

⑶ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし。 

⑷ 当事業年度中において担保に供した施設等 

該当なし。 
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３ 予算及び決算の概要 

以下の予算・決算は、公立大学法人の運営状況について、広島市の方法に準拠して表示しているも

のである。 

（単位：百万円） 

区 分 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収 入 4,762 4,756 4,835 4,828 4,815 4,686 4,694 4,689 4,864 4,926 

運営費交付金

収入 
3,167 3,167 3,209 3,266 3,164 3,164 3,180 3,180 3,258 3,258 

学生納付金収

入 
1,232 1,232 1,103 1,197 1,170 1,205 1,198 1,168 1,200 1,196 

補助金収入 28 28 8 21 22 24 17 34 0 44 

その他収入 333 327 512 339 457 292 296 306 404 425 

支 出 4,762 4,496 4,835 4,534 4,815 4,573 4,694 4,577 4,864 4,835 

教育研究経費 1,241 1,153 1,234 1,132 1,236 1,151 1,133 1,040 1,188 1,055 

その他支出 3,521 3,343 3,599 3,399 3,578 3,422 3,557 3,535 3,674 3,778 

収入―支出 － 260 － 294 － 112 - 112 - 91 

（注）予算と決算の差額理由については、同年度の決算報告書に記載している。 

 

Ⅴ 事業に関する説明 

１ 財源の内訳（財源構造の概略等） 

本学の経常収益は４，８６８百万円で、その主な内訳は、運営費交付金収益３，２５８百万円      

（６６．９％（対経常収益比。以下同じ。））、学生納付金収益１，３１４百万円（２７．０％）となっ

ている。 

 

２ 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

本学は、単一のセグメントによって全ての事業を行っており、主な事業の内容及び成果については、

「Ⅱ 法人に関する基礎的な情報」の「２ 業務内容」に記載したとおりである。 

 

 ３ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 
⑴ リスク管理の状況 

リスク発生の防止又はリスクが発生した場合の損失の回避、軽減等を図るため本法人では次の委
員会を設置しリスク対応をしている。 
① 危機管理委員会 

常設の危機管理委員会において、想定される危機に対する対応策について継続して審議を行っ
ている。有事において、危機対策会議の開催や、危機対策本部の設置等により迅速に危機に対処
することとしている。 

② 情報セキュリティ委員会 
 法人の保有する情報資産が意図的又は偶発的に生じる事故又は事件に関して必要な事項を審議
することとしている。 

   ③ ハラスメント防止委員会 
     セクシャル・ハラスメント、アカデミック・ハラスメントなどの防止等及び対策に関する事項

を審議することとしている。 
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⑵ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

主な業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況は以下のとおりである。 

① 危機管理体制の充実 

   台風、大雨、雪等の気象情報について適宜情報提供するとともに、地震等の危機事案の発生に

備え、危機管理研修や防火防災訓練を実施し、教職員の意識醸成を図っている。 

   ② 情報セキュリティ対策の徹底 

 近年急速に増えているクラウドサービスを安心・安全に利用できるようにセキュリティ対策実

施基準及びセキュリティ対策手順を改訂するとともに、昨今のサイバーリスクに対応した内容で

情報セキュリティ自己点検を実施し、教職員の情報セキュリティ教育を実施している。 

③ ハラスメント撲滅に向けた取組 

他大学でのハラスメント相談室長の経験者をハラスメント専門相談員にしており、更にハラス

メント調査委員会に弁護士等の外部専門人材を登用するなど、引き続きハラスメント相談体制及

びハラスメント対応体制の強化に取り組んでいる。 

全教職員を対象としたハラスメント防止研修を開催し、ハラスメントの具体的な事例等を紹介

し、ハラスメント防止への意識啓発を行っている。また、ハラスメント相談室長から教職員及び

学生に対し、ハラスメントの具体的事例、背景、留意点や早期相談の呼びかけ等について注意喚

起を行っている。 

  

 ４ 社会及び環境への配慮等の状況 

      当法人では、第３期中期計画において、教育、研究、地域貢献、平和、国際化、大学運営の６つの

項目を重点取組として、「地域と共生し、市民の誇りとなる大学」を目指すとともに、関連する SDGs

の達成に貢献することとしている。 

   

 ５ 内部統制の運用に関する情報 

業務方法書に定めるとおり、役職員の職務の執行が法令等に適合することを確保するための体制そ

の他法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を整備している。 

  ⑴ 中期計画等の策定等に関する事項 

    中期計画の策定に当たっては、その検討過程において、計画案を全教職員に周知し意見聴取を行

った上で、教育研究評議会、経営協議会、理事会での審議を経て策定している。計画策定後は、ウ

ェブページでの公表、教職員向け全学説明会の開催等により学内構成員に周知を図っている。 

    なお、広島市長は広島市公立大学法人評価委員会の意見聴取を行った上で当該計画の認可を行っ

ている。 

  ⑵ 災害その他の緊急時の対応に関する事項 

    危機の未然防止及び危機管理意識の向上を目的とした危機管理研修会を実施しているほか、消防

計画に定める自衛消防組織を動員し、大規模地震を想定した防火・防災訓練を実施している。 

  ⑶ 内部監査に関する事項 

    内部監査を実施し、その結果について理事長へ報告を行うとともに、全教職員に対し適正な事務

処理に努めるよう注意喚起を行っている。 
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６ 運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

⑴ 運営費交付金債務の増減の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 交付金当期交付額 
当 期 振 替 額 

期末残高 
運営費交付金収益 資本剰余金 小 計 

令和５年度 － 3,258 3,258 － 3,258 － 

 

⑵ 運営費交付金債務の当期振替額の明細 

                           （単位：百万円） 

区 分 金 額 内  訳 

期間進行基準

による振替額 運営費交付金収益 3,258 

１ 期間進行基準を採用した事業等 

全ての業務 

２ 当該業務に関する損益等 

⑴ 損益計算書に計上した費用の額 

3,258 

⑵ 固定資産の取得額 

     0 

３ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  期間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化 

資本剰余金 － 

計 3,258 

 

⑶ 運営費交付金債務残高の明細 

  該当なし。 
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 ７ 翌事業年度に係る予算                            

  （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収  入 5,180 

内 訳 

運営費交付金収入 3,455 

学生納付金収入 1,198 

受託研究収入 27 

補助金収入 37 

寄付金収入 22 

雑収入 162 

積立金取崩収入 53 

前中期目標期間繰越積立金取崩収入 226 

支  出 5,180 

内 訳 

教育研究経費 1,221 

人件費 3,164 

一般管理費 709 

受託研究経費 27 

補助金事業費 37 

寄附金事業費 22 

収入－支出 0 

 

  



 

18 

 

Ⅵ その他事業に関する事項 

１ 財務諸表の科目 

(1) 貸借対照表 

有形固定資産……………土地、建物、構築物等、長期にわたって使用する有形の固定資産。 

 

減価償却累計額…………償却資産の減価償却費を積み上げたもの。 

 

その他の有形固定資産…図書、工具器具備品、車両運搬具等。 

 

その他の固定資産………無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）。 

 

現金及び預金……………現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）及び預金（普通預金、当座預

金及び1年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

 

その他の流動資産………未収入金、たな卸資産等。 

 

  長期繰延補助金等………補助金等により取得した償却資産の見合いで負債に計上され、当該償却

資産の減価償却に伴い、補助金等収益に振り替えられるもの。 

 

運営費交付金債務………運営費交付金の未使用相当額。 

 

資本剰余金………………設立団体から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当

額。 

 

利益剰余金………………公立大学法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

(2) 損益計算書 

業務費……………………業務に要した経費。 

 

教育経費…………………業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

 

研究経費…………………業務として行われる研究に要した経費。 

 

教育研究支援経費………附属図書館等、特定の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究の双

方を支援するために設置されている施設又は組織であって、学生及び教

員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

 

人件費……………………役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

 

一般管理費………………管理その他の業務を行うために要した経費。 

 

財務費用…………………支払利息等。 

 

運営費交付金収益………運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 
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学生納付金収益…………授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

 

その他の収益……………受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 

 

臨時損益…………………固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

 

目的積立金取崩額………目的積立金（前事業年度以前における剰余金のうち、特に教育研究の質

の向上に充てることを承認されたもの）から取崩しを行った額。 

 

前中期目標期間繰越……前中期目標期間繰越積立金（前中期目標期間における積立金のうち、当 

積立金取崩額     中期目標期間への繰越が承認されたもの）から取崩しを行った額。 

 

(3) キャッシュ・フロー計算書 

業務活動による…………原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交 

キャッシュ・フロー  付金収入等の法人の通常の業務の実施に係る資金の収支状況。 

 

投資活動による…………固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた 

キャッシュ・フロー  運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況。 

 

財務活動による…………増減資による資金の収入・支出、債権の発行・償還及び借入・返済によ 

キャッシュ・フロー  る収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況。 

 

(4) 純資産変動計算書 

  純資産変動計算書………貸借対照表の純資産の部の会計年度中の動きを表す計算書。 

  

減価償却相当累計額……市からの出資財産である大学の建物の減価償却費を積み上げたもの。 

 

利息費用相当累計額……市からの出資財産である大学の建物の資産除去債務に係る利息費用を積

み上げたもの。 

 

２ 予算、収支・資金計画、業務実績 

(1) 予算 

決算報告書参照 

(2) 収支計画 

財務諸表（損益計算書）参照 

(3) 資金計画 

財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

  (4) 業務実績 

    業務実績報告書参照 

 



別紙 純資産変動計算書                     （単位：百万円） 
 

 

 

 

Ⅰ資本金 Ⅱ資本剰余金 Ⅲ利益剰余金 

純資産 

合計 
地方公共団

体出資金 

資本金合

計 
資本剰余金 

減価償却 

相当累計額 

（－） 

利息費用 

相当累計額 

（－） 

資本剰余金

合計 

前中期目

標期間繰

越積立金 

教育研究等の質の

向上及び組織運営

の改善目的積立金 

積立金 
当期未処分

利益 

 
利益剰余金

合計 
うち当期 

総利益 

当期首残高 15,510 15,510 1,304 △4,328 △81 △3,104 731 0 0 107 - 839 13,244 

当期変動額              

Ⅰ資本剰余金の 

当期変動額 
             

  固定資産の取得   9   9       9 

  減価償却    △266  △266       △266 

  時の経過による資産

除去債務の増加 
    △4 △4       △4 

 Ⅱ利益剰余金の 

当期変動額 
             

(1)利益処分の処理 

又は損失の処理 
             

利益処分による 

積立 
       66 41 △107  0 0 

 (2)その他              

   当期純利益          1,956 1,956 1,956 1,956 

前中期目標期間 

繰越積立金取崩額 
      △187   179 179 △8 △8 

当期変動額合計 0 0 9 △266 △4 △260 △187 66 41 2,028 2,136 1,948 1,688 

当期末残高 15,510 15,510 1,314 △4,594 △85 △3,365 543 66 41 2,136 2,136 2,787 14,932 


